
様式第三（様式３－１－１）

●共有等で記入しきれない場合には代表 権利取得者（譲受人）
　者の住所・氏名及び「外○名」と記載して 住所　〒 ○○○－○○○○
　別紙に共有者各々の住所・氏名を記載 ○○県○○市○○町○丁目○
　押印して届出書の裏側に糊付けし、割印
　（譲受人全員）。 氏名 △　△　株式会社
●法人の場合には、名称及び代表者名を 代表取締役　　真岡　太郎
　記入。
●契約書と同一の印鑑で押印。 （担当者） 　○○課　 真岡　次郎

●法人の場合には、実務担当者の所属・ 電話 ○○○－○○○－○○○○
　氏名・電話番号・FAX番号を記載。
●代理人に委任する場合には担当者欄に
　「代理人」と表示し、住所・氏名（法人名) 国土利用計画法第２３条第１項の規定に基づき、土地に関する所有権（地上権・賃借権・その他）の移転（設定）をする
　・電話番号・FAX番号を記載。  ついて、下記のとおり届け出ます。
　※委任状を添付

●借地権、信託受益権が移転された場合
　には、土地所有者の住所・氏名を記載
　（所有権の移転の場合は「該当なし」
　と記載）。
●土地の共有持分の一部が移転された
　場合には、残余の共有持分の所有者
　の住所・氏名を記載。

●土地とともに建物等工作物の権利を
　移転した場合には、種類（住宅、工場、
　店舗等）、概要（構造、床面積等）、
　権利関係について記載。
●木竹にあっては、植栽面積又は、本数・
　樹種・樹齢等を記載。

●売買・交換・代物弁済・譲渡担保・
　信託受益権等を記載。

●土地の取引対象面積を記載。
●持分の一部を移転した場合には、
　持分面積を記載。
●単価が同一の土地については、まと
　めて記載。
●面積は小数点第２位まで記載。
●単価の端数は、１円未満を切り捨て。
●借地権・底地の取引の場合には、
　権利割合を乗じた後の価格を記載。

●実測による面積の増減によって対価
　が清算される契約である場合には「有」
　に○印。

●届出者（権利取得者）の土地利用 百万
1 6 0 0 0 0 0

百万
6 0 5 0 0

十億

　目的、事業計画等を具体的に明記。 1 6 5 0 0 1 1 5 0 0

●届出に係る土地（届出に係る土地が一
百万 千 ㎡ 百万 千 円 十億 百万 千 円 十億

1 6 1 6 5 0 0 6 0 0 0 0 9 6 9 8 9 7 5 0 0

　
●次のような場合に記入。
＜例＞
・借地権・底地の届出の場合には権利
　割合を記載。
・交換の場合には、交換先の所在の地 百万 千 ㎡

　番・面積・交換差金等を記載。 2 5 0 0 0 0 0
・買いの一団の場合には、全体面積を ％
　記載。
・不勧告通知書が必要となる場合には、 番号２の土地は底地取引を行ったもので、当該土地には賃借人甲野乙郎所有の店舗併用住宅
　必要とする理由を記載。 （木造２階、100㎡、築後５年）が建っている。
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現 況
登　　　　記　　　　簿

住　　居　　表　　示
地番町　又　は　字

○○

契約の相手方（譲渡人）の住所 氏　　　　　　名       

所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　在

○○

地　　　　　　目 　　　　　　

165
○○町○丁目○
〃　　　　　　　 ○

宅地 宅地
〃 〃

登 記 簿

計16,165㎡
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届　　出　　に　　係　　る　　権　　利　　以　　外　　の　　権　　利

種 別

○○町大字○○
〃

土　地　売　買　等　届　出　書

○○県○○市○○町○丁目○
○○株式会社

代表取締役　真岡　太郎

　　　　　 　　　　 　　　　
真岡市長　　

 契約の相手方等
 に関する事項

譲
受
人
業
種

様

中高層共同住宅　３棟　延べ50,000㎡　予定戸数　500戸（一戸平均100㎡）　　　　

所　　有　　権　　以　　外　　の　　権　　

権利者の住所

付帯施設　幼稚園、分譲商店舗、児童公園

工場

16,000

登 記 簿 (

千 ㎡ 千 円

記入例



●届出年月日を記入。

1 ●該当する箇所に○印。
2

3

4

5

6

7

る契約の締結に

●該当する箇所に○印。

年 月 日

●一筆ごとに記載
●書ききれない場合には、代表地番のみ
　記載し、残りは「外○筆」として別紙に
　記載の上、割印。
●「計」の欄には合計面積を記載。
●実測図がある場合には、実測面積を
　記載する。
●区分所有等で持分の一部を移転した
　場合には、全体面積・持分割合・持分
　面積を記載。

●取引後も存続される所有権以外の権利
　（地上権・地役権・賃借権等）が設定され
　ている場合には、その権利者の住所・
　氏名等を記載（ない場合には「該当なし」
　と記載）。

●地上権又は賃借権（借地）の取引の
　場合には、権利の内容について記載
　（ない場合には、「該当なし」と記載）。

●消費税込みの価格を記載。
●工作物の権利を移転しない場合には、
　「該当なし」又は斜線。

8 6 0 0 0 0 0 0 ●工作物の権利を移転したが対価がない
　場合には「0」と記載。

百万 千 円

8 6 0 0 0 0 0 0

●利用目的に係る関係官庁等と協議等を

●人口面率の欄には、利用目的に係る
　土地の面積に占める樹林地、草地、水辺
　地、岩石地及び砂地（農地、採草放牧地
　及び芝生、庭園木等の植栽された土地を
　除く。）以外の人工的に整備された土地の
　面積の割合の現況及び計画を記載。
●計画人口の欄には、住宅団地における
　想定人口等を記載。
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契 約 締 結 年 月 日

○○ ○○

面　　　　　　積

165

㎡ 計16,165㎡
　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　

権 利 者 の 氏 名

甲野乙郎

　 　 　 　 　 　 　

　そ 　の 　他

　　　　　年　　　　月　　　　日

　不 動 産 業

　建　 設 　業

　運　 輸　 業

　　 　　 　　 　　 　　 　　 　　利

　行っている場合には記載

16,000

実 測 ( ㎡ )㎡ )

千 円百万
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